
議案第 17 号 

 

令和 4 年度 田野畑村集落排水特別会計予算 
 

 令和 4 年度田野畑村集落排水特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 57,920 千円と定める。 

 2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第 1 表歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 
第 2 条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利

率及び償還の方法は「第 2 表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第 3 条 地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 3,000 千円と定める。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

   令和 4 年 3 月 4 日 提出 

 

田野畑村長 佐々木  靖 
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

事 業 収 入1 11,881

事 業 収 入1 11,881

繰 入 金2 34,137

他 会 計 繰 入 金1 34,137

繰 越 金3 1

繰 越 金1 1

諸 収 入4 1

雑 入1 1

村 債5 11,900

村 債1 11,900

57,920歳              入              合              計



金          額款

－2－

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 41,805

施 設 管 理 費 1 41,805

2 公 債 費 16,105

公 債 費 1 16,105

3 予 備 費 10

予 備 費 1 10

57,920歳              出              合              計



第２表　地方債

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円

公 営 企 業 会 計 適 用 事 業 11,900

計 11,900

　普通貸借又は証券発
行の方法により借り入
れるものとし、証券発
行の細目は村長が定め
る。

　4.5％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金等について、利率
見直しを行った後につ
いては、当該利率見直
し後の利率）

　政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合には、その
債権者と協定するものとする。
　ただし、村財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借替えすることがで
きる。
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予算に関する説明書 
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 事 業 収 入 11,881 011,881

2 繰 入 金 34,856 △71934,137

3 繰 越 金 1 01

4 諸 収 入 1 01

5 村 債 9,500 2,40011,900

歳     入     合     計 57,920 56,239 1,681



地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

－5－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

11,9001 40,119 1,68641,805 29,905総 務 費

2 16,110 △516,105 16,105公 債 費

3 10 010 10予 備 費

歳     出     合     計 57,920 56,239 1,681 11,900 46,020
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２　歳　入

（単位：千円）事業収入1事業収入（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

11,880排水施設使用料現111,881営業収入1 011,881 11,880排水施設使用料

年度分

1排水施設使用料滞2 1排水施設使用料滞納繰越分

納繰越分

011,88111,881計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 2

34,137一般会計繰入金134,856一般会計繰入金1 △71934,137 34,137一般会計繰入金

△71934,85634,137計

繰越金（項） 1繰越金（款） 3

1前年度繰越金11繰越金1 01 1前年度繰越金

011計

雑入（項） 1諸収入（款） 4

1雑入11雑入1 01 1雑入

011計

村債（項） 1村債（款） 5

11,900下水道事業債19,500下水道事業債1 2,40011,900 11,900公営企業会計適用事業

2,4009,50011,900計



－7－
３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 施設管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 41,805 40,119 1,686 11,900 29,905 2給 料 3,054 一般職給料 3,054

費
3職員手当等 2,869 職員手当等 2,869

4共 済 費 1,112 職員共済組合負担金 1,091

健康福利機構負担金 11

地方公務員災害補償基金負担金 10

7報 償 費 31 公営企業経営支援アドバイザー謝

金 31

8旅 費 144 費用弁償 144

10需 用 費 9,089 消耗品費 327

燃料費 26

印刷製本費 36

光熱水費 5,700

修繕費 3,000

11役 務 費 7,164 通信運搬費 516

手数料 6,554

建物災害共済保険料 94

12委 託 料 16,333 排水処理施設維持管理委託料

下水道事業企業会計移行業務委託

料

13使用料及び 408 水道料金等管理システム使用料 345
賃 借 料 集落排水施設資産台帳システム使

用料 63

18負担金､補助 1,000 公共下水道等接続水洗化事業補助

及び交付金 金 1,000
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（款） 1 総務費 （項） 1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

22償還金､利子 1 排水施設使用料還付金 1
及び割引料

26公 課 費 600 消費税及び地方消費税 600

計 41,805 40,119 1,686 11,900 29,905

（款） 2 公債費 （項） 1 公債費

1元金 13,654 13,388 266 13,654 22償還金､利子 13,654 普通長期債元金償還金 13,654
及び割引料

2利子 2,451 2,722 △271 2,451 22償還金､利子 2,451 普通長期債利子償還金 2,451
及び割引料

計 16,105 16,110 △5 16,105

（款） 3 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 10 10 0 10 予備費 10

計 10 10 0 10



 



 

 

 

 

 

 

 

給 与 費 明 細 書 
債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

地 方 債 に 関 す る 調 書 



 



1　特別職
　　該当なし

2　一般職
（１）総　括

（人）
1
1
0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 415 882 571 89 0 92 300 0 0 0 0 0 520
前 年 度 415 919 593 89 0 90 320 0 0 0 0 0 559
比　　較 0 △ 37 △ 22 0 0 2 △ 20 0 0 0 0 0 △ 39

　（1）の内訳
　　ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）
1
1
0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 415 882 571 89 0 92 300 0 0 0 0 0 520
前 年 度 415 919 593 89 0 90 320 0 0 0 0 0 559
比　　較 0 △ 37 △ 22 0 0 2 △ 20 0 0 0 0 0 △ 39

　　イ　会計年度任用職員

（人）
0
0
0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
本 年 度 0 0 0 0 0 0 0
前 年 度 0 0 0 0 0 0 0
比　　較 0 0 0 0 0 0 0

－9－

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

住　居
手　当

扶　養
手　当

期　末
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

計
（千円）

2,989
65

退職手当負
担 金区　　分

職   員
手   当
の内訳

児　童
手　当

特殊勤
務手当

地　域
手　当

通　勤
手　当

管理職
手　 当

時間外
手　 当

宿日直
手 　当

区　　　分 報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当
職員数

（千円）（千円）
備　　考

合計
給          与          費

2,985 5,974

（千円）
2,8693,054 5,923

共済費

1,220
△ 108

前　年　度
比　　　較

0
0
0

本　年　度

区　　　分
職員数

給          与          費
共済費 合計

職 員 手 当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 116 △ 51

（千円）
7,035
7,194

△ 159

（千円）
1,112

0 3,054 2,869 5,923 1,112

備　　考報　　　酬 給　　　料 計
（千円）

△ 108

7,035
前　年　度 0 2,989 2,985 5,974 1,220 7,194
本　年　度

児　童
手　当

比　　　較 0 65 △ 116 △ 51

退職手当負
担 金

△ 159

職   員
手   当
の内訳

区　　分
扶　養
手　当

期　末
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

管理職
手　 当

時間外
手　 当

備　　考報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

住　居
手　当

宿日直
手 　当

通　勤
手　当

特殊勤
務手当

地　域
手　当

（千円）
区　　　分

職員数
給          与          費

共済費 合計

0 0 0 0
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
前　年　度 0 0 0 0 0 0
本　年　度 0

比　　　較 0 0 0 0 0 0

職   員
手   当
の内訳

区　　分
期　末
手　当

時間外
手　 当

宿日直
手 　当

通　勤
手　当

特殊勤
務手当

地　域
手　当

退職手当負
担 金
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

65 定期昇給等による増額　 65 千円

期末 △ 37 千円
勤勉 △ 22 千円
時間外 2 千円
児童 △ 20 千円
退職手当 △ 39 千円

以降は、会計年度任用職員以外の職員の状況

（３）給料及び職員手当の状況
　　ア　職員１人当たり給与

          

304,975

備　　　　　考説　　　　　　　　　　明

職員手当 △ 116

制度改正等に伴う増減分 0

その他の増減分 △ 116

給　　　料

（千円）

給与改定による増額　　16千円

65

給与改定等に伴う増減分

その他の増減分

昇給等に伴う増加分

355,624

行　政　職

44

区　　　分 増 減 額 増   減   事   由   別   内   訳

平 均 年 齢 （ 歳 ）

区　　　　　　　　分

（千円）

令和4年4月1日
平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

令和3年4月1日
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 298,500
平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 348,955
平 均 年 齢 （ 歳 ） 43

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）



　　イ　初任給

　　ウ　級別職員数

職員数 構成比
（人） （％）

５級 0 0.0
４級 0 0.0
３級 1 100.0
２級 0 0.0
１級 0 0.0
計 1 100.0

５級 0 0.0
４級 0 0.0
３級 1 100.0
２級 0 0.0
１級 0 0.0
計 1 100.0

－11－

区　　　分
行　政　職 国の制度

（円） 行政職（円）
高　校　卒 151,900 150,600
大　学　卒 183,800 182,200

令和3年4月1日

区　　　　分
行　　政　　職

級

令和4年4月1日
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　（級別の標準的な職務内容）

　　エ　昇級

1
1
0
1
0
0
0

100.0
1
1
0
1
0
0
0

100.0

　　オ　期末手当・勤勉手当
支　給　期　別　支　給　率

有

主事、 技師

備　考

３級

主任児童厚生員

有

0

0

岩手県準拠

児童厚生員

２級 １級
主事、 技師主査、 主任

主任保育士

1

4号給（人） 1

有

代表的な職種

4.30
4.45

６月（月分） １２月（月分） （月分）

6号給（人）

昇給に係る職員数　　（B）(人)

児童厚生員

区　　分 ５級 ４級

行　政　職
課長等 主任主査等

区　　分
支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

保育士 保育士

本 年 度 2.150 2.150

国の制度 2.225 2.225
前 年 度 2.225 2.225

4.45

区　　　　　　分 合　計
行政職

本年度

職　員　数　　　　　（A）(人) 1

昇給数別内訳

2号給（人） 0

8号給（人） 0

比率（B）/（A） 　　　（%） 100.0
10号給（人） 0

前年度

職　員　数　　　　　（A）(人) 1

昇給数別内訳

2号給（人） 0

6号給（人）
4号給（人） 1

昇給に係る職員数　　（B）(人) 1

8号給（人） 0

比率（B）/（A） 　　　（%） 100.0
10号給（人） 0



　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分） （月分） （月分） （月分）

（3％～45％加算）

（3％～45％加算）

　　キ　地域手当
　　　　該当なし

　　ク　特殊勤務手当
　　　　該当なし

　　ケ　その他の手当

－13－

－

国　の　制　度
（支給率等）

24.586875

通勤手当 同じ －

区　　分 国の制度との異同 差異の内容
扶養手当 同じ

定年前早期退職
特例措置

区　分

住居手当 異なる 岩手県準拠

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

33.27075 47.709 47.709

備　考
最高限度 その他の

加算措置等

47.709
定年前早期退職
特例措置



期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

下水道事業企業会計移行業務
委託料

31,700
令和 2年度から
令和 3年度まで

6,991 令和 4年度
限度額に
同　　じ

全額

公営企業会計システム構築等
業務委託料

7,700 令和 3年度 410
令和 4年度から
令和 5年度まで

限度額に
同　　じ

全額

特定財源
一般財源
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債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 に 関 す る 調 書

事項 限度額
前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳
支出（見込）額 の支出予定額



現年度分

１． 159,071 152,183 11,900 11,900

（１） 下 水 道 事 業 債 153,271 146,383 11,900 11,900

（２） 過 疎 対 策 事 業 債 5,800 5,800 0

159,071 152,183 11,900 11,900合　　　　　　計

150,429普　　通　　債

前 々 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高
見 込 高

144,629

-　15　-

当  該  年  度  中  増  減  見  込

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

5,800

150,42913,654

（単位：千円）

0

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

13,654

13,654

区　　　　　　　　分
当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額



 


